
 

令和５年１２月 浜田市議会定例会議

■ 今回の補正予算は、原油価格高騰に伴う事業費の調整に加え、９月補正編成後に

新たに生じた経費、現時点で事業費の確定等に伴い不用額が見込まれる事業等につ

いて調整を行うものです。

■ 補正額は次のとおりです。

（単位：千円）

会  計  名 補正前の額 補 正 額 計

一 般 会 計（第６号） 40,203,741 279,648 40,483,389

■ 主な補正事項は次のとおりです。

（１）原油価格高騰に伴う事業費の調整

○燃料価格の高騰により不足する公共施設の光熱費の追加 4,800 千円

○公の施設の指定管理者に対する光熱費高騰分の一部支援 37,699 千円

○市内タクシー事業者に対する燃料費の一部支援 2,098 千円

○浜田漁港共同浄化施設運営事業者に対する光熱費高騰分の一部支援

3,132 千円

（２）民間事業者が行う介護施設の整備に対する支援 

○看護小規模多機能型居宅介護事業所（港町：旧半田医院） 44,826 千円 

（３）特殊詐欺撃退機器の配布に係る事業費の調整  1,425 千円 

（４）県立高校共同寄宿舎の運営に係る事業費の調整  3,696 千円 

令和５年度 一般会計補正予算（第６号）説明資料 

１．編 成 概 要

２．予 算 規 模

３． 補 正 事 項

1



１．歳入歳出予算総括表

( 歳   入 ) 〔単位：千円〕

補正前の額 補  正  額 計

15 国 庫 支 出 金 5,903,739 39,003 5,942,742

12,571
11,875
9,471 他

16 県 支 出 金 2,899,042 49,129 2,948,171

△4,086
44,826
7,340 他

19 繰 入 金 2,016,659 163,570 2,180,229
108,874
54,696

21 諸 収 入 1,211,547 △ 3,354 1,208,193

△11,050
△104
7,800

22 市 債 2,499,931 31,300 2,531,231

△7,800
23,100
8,300 他

40,203,741 279,648 40,483,389

( 歳   出 ) 〔単位：千円〕

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

2 総 務 費 6,764,275 68,031 6,832,306 23,444 7,700 △ 104

3 民 生 費 12,623,639 48,595 12,672,234 46,638

4 衛 生 費 3,221,500 17,805 3,239,305 7,340 △ 11,394

6 農 林 水 産 業 費 1,928,489 3,132 1,931,621

8 土 木 費 3,373,784 85,088 3,458,872 8,485 8,300 51,000

10 教 育 費 3,209,743 38,620 3,248,363 △ 7,800 11,496

11 災 害 復 旧 費 90,000 18,377 108,377 2,225 23,100

40,203,741 279,648 40,483,389 88,132 31,300 50,998

1,957

21,859

歳出合計

17,303

34,924

109,218

△ 6,948

款 特   定   財   源補正前の額 補　正　額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

一般財源

款

歳入合計

外来検査センター運営事業費
国際交流員住居費負担金
Ｂ＆Ｇ財団助成金

社会体育施設整備事業費
現年公共土木施設災害復旧費
過年公共土木施設災害復旧費

説                   明

財政調整基金繰入金
ふるさと応援基金繰入金

３年公共土木施設災害復旧費
社会保障・税番号制度システム整備事業費
戸籍電算化事務費

国土調査費
老人福祉施設整備費
乳幼児医療費

3,132

36,991

４．一般会計補正予算（第６号）
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２．事業別の補正事項

1 産休・育休等代替職員費 14,631 0 0 0 14,631

【事業費】
補正前 補正額 補正後

64,322 14,631 78,953

2 庁舎等維持管理費 4,317 0 0 0 4,317

【事業費】
補正前 補正額 補正後

162,508 4,317 166,825

3 原油価格・物価高騰対策地域公共交通事業者支援事業 2,098 2,098 0 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

1,531 2,098 3,629

4 外国青年招致事業（ＣＩＲ） △ 1,879 0 0 △ 104 △ 1,775

【事業費】
補正前 補正額 補正後

16,201 △ 1,879 14,322

5 防災無線等施設維持管理費 7,700 0 7,700 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

19,767 7,700 27,467

6 市税等過誤納還付金 15,000 0 0 0 15,000

【事業費】
補正前 補正額 補正後

40,000 15,000 55,000

7 地方税システム等対応事業 4,818 0 0 0 4,818

【事業費】
補正前 補正額 補正後

4,775 4,818 9,593

8 戸籍事務電算化事業 21,346 21,346 0 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

18,008 21,346 39,354

68,031 23,444 7,700 △ 104 36,991

戸籍法等の改正に伴う氏名の振り仮名追加に係るシステ
ム改修に係る経費

※当初（153）18,008千円

光熱費の増額に伴う調整

※当初（34）162,508千円

固定資産税を中心とした還付金の増による調整

※当初（138）40,000千円

不用額の調整

※当初（116）16,201千円

原油価格高騰の影響を受けている市内タクシー事業者に
対し、燃料費の一部を支援する
（上半期からの継続支援）
○補助対象期間：令和５年１０月～令和６年３月
○補助率：１／２

※第4号（6）1,531千円

※当初（123）19,767千円

一般財源

森林環境税創設等に伴うシステム改修に係る経費

総務費 合計

人事異動等に伴う代替職員任用経費の調整

※当初（16）64,322千円

※当初（144）4,775千円

所在地：下府町
防災行政無線屋外拡声子局の設置用地として無償で賃借
している土地を返還する必要が生じたため、屋外拡声子
局の移設を行う
○移設元：旧ＪＡ下府支所敷地内
○移設先：ネッツトヨタ島根（株）浜田店敷地内

68,031

番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金 地方債 その他

2 （総   務   費）
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9 新規 介護施設整備支援事業 44,826 44,826 0 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 44,826 44,826
10 地域生活支援事業 776 387 0 0 389

【事業費】
補正前 補正額 補正後

83,090 776 83,866

11 総合福祉センター管理事業 1,568 0 0 0 1,568

【事業費】
補正前 補正額 補正後

34,899 1,568 36,467

12 新規 特殊詐欺撃退機器配布事業 1,425 1,425 0 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 1,425 1,425

48,595 46,638 0 0 1,957

13 外来検査センター運営事業 △ 11,394 0 0 △ 11,394 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

12,150 △ 11,394 756

14 乳幼児医療費助成事業 15,643 7,340 0 0 8,303

【事業費】
補正前 補正額 補正後

89,474 15,643 105,117

15 子ども医療費助成事業 11,340 0 0 0 11,340

【事業費】
補正前 補正額 補正後

93,378 11,340 104,718

原油価格高騰の影響を受けている指定管理施設につい
て、指定管理業務に要する光熱費の高騰分に対する指定
管理料の増額を行う
（詳細はＰ12の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

※当初（204）34,899千円

医療費の増額に伴う調整
86,735千円（当初見込）→102,308千円

※当初（299）89,474千円

※当初（300）93,378千円

不用額の調整

※当初（286）12,150千円

医療費の増額に伴う調整
90,710千円（当初見込）→101,398千円

4 （衛　生　費） 17,805

番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金

その他 一般財源

６５歳以上の高齢者世帯に対し、特殊詐欺撃退機器を無
償配布する
○配布数：２，０００台
（詳細はＰ13の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

民生費 合計

地方債 その他 一般財源

障害者自立支援給付費等の報酬改定に伴うシステム改修
に係る経費

※当初（194）83,090千円

新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金

第８期介護保険事業計画に基づき、地域密着型サービス
の整備（看護小規模多機能型居宅介護事業所）を行う事
業者に対して補助を行う（県１０／１０）
○実施主体：有限会社ホットケアセンター
○設置場所：港町（旧半田医院）
○補助金額：島根県介護施設等整備事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　36,600千円
　　　　　　島根県介護施設等施設開設準備経費等支
　　　　　　援事業費補助金　　　　　　　 8,226千円
（詳細はＰ11の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

地方債

3 （民   生   費） 48,595

番号
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16 火葬場管理運営費 2,216 0 0 0 2,216

【事業費】
補正前 補正額 補正後

54,017 2,216 56,233

17,805 7,340 0 △ 11,394 21,859

17 漁港管理事務費 3,132 0 0 0 3,132

【事業費】
補正前 補正額 補正後

1,787 3,132 4,919

3,132 0 0 0 3,132

18 地籍調査事業 △ 5,448 △ 4,086 0 0 △ 1,362

【事業費】
補正前 補正額 補正後

118,482 △ 5,448 113,034

19 周布橋整備事業 21,846 12,571 8,300 0 975

【事業費】
補正前 補正額 補正後

497,852 21,846 519,698

支弁人件費 0 0 0 0 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

△ 6,741 0 △ 6,741
20 拡充 公園環境整備対策事業 51,000 0 0 51,000 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

39,800 51,000 90,800

21 公共下水道事業会計繰出金 17,690 0 0 0 17,690

【事業費】
補正前 補正額 補正後

392,512 17,690 410,202

85,088 8,485 8,300 51,000 17,303

※当初（570）39,800千円

補助事業の決定に伴う調整

※当初（550）497,852千円

衛生費 合計

浜田漁港共同浄化施設を運営している事業者に対し、高
騰している光熱費の一部を支援する
○補助対象者：（公社）浜田漁港排水浄化管理センター

原油価格高騰の影響を受けている指定管理施設につい
て、指定管理業務に要する光熱費の高騰分に対する指定
管理料の増額を行う
（詳細はＰ12の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

「浜田市身近な公園整備基本方針」に基づき新たな公園
の整備を行う
○整備場所：旧すくすく跡地（松原町）
（詳細はＰ14の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

※当初（319）54,017千円

8 （土   木   費） 85,088

番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源

6 （農林水産業費） 3,132

番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源

※当初（571）392,512千円

※当初（441）1,787千円

農林水産業費 合計

補助事業の決定に伴う調整

※当初（505）118,482千円

公共下水道事業会計の補正予算に伴う調整

土木費 合計

番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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22 新規 県立高校共同寄宿舎運営事業 3,696 0 0 3,696 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 3,696 3,696
23 幼稚園管理運営費 526 0 0 0 526

【事業費】
補正前 補正額 補正後

15,071 526 15,597

24 石央文化ホール管理事業 4,263 0 0 0 4,263

【事業費】
補正前 補正額 補正後

59,094 4,263 63,357

25 資料館管理運営事業 133 0 0 0 133

【事業費】
補正前 補正額 補正後

12,814 133 12,947

26 世界こども美術館創作活動館管理事業 5,267 0 0 0 5,267

【事業費】
補正前 補正額 補正後

77,601 5,267 82,868

27 石正美術館管理事業 5,226 0 0 0 5,226

【事業費】
補正前 補正額 補正後

45,487 5,226 50,713

28 共同調理場管理運営費 483 0 0 0 483

【事業費】
補正前 補正額 補正後

229,018 483 229,501

光熱費の増額に伴う調整

旧美川幼稚園の放課後児童クラブ（山ばと学級）への転
用に伴う国交付金の返還金
○対象施設：旧美川幼稚園
○対象設備：空調設備
○整備年度：令和元年度
○返還金額：526千円

※当初（649）15,071千円

※当初（686）229,018千円

10 （教   育   費） 38,620

番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源

※当初（667）59,094千円

原油価格高騰の影響を受けている指定管理施設につい
て、指定管理業務に要する光熱費の高騰分に対する指定
管理料の増額を行う
（詳細はＰ12の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

※当初（668）12,814千円

市内県立高校３校へ進学する生徒の住まいを確保するた
め、令和６年度から共同寄宿舎を運営することに伴う準
備経費
（詳細はＰ15の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

原油価格高騰の影響を受けている指定管理施設につい
て、指定管理業務に要する光熱費の高騰分に対する指定
管理料の増額を行う
（詳細はＰ12の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

※当初（674）77,601千円

原油価格高騰の影響を受けている指定管理施設につい
て、指定管理業務に要する光熱費の高騰分に対する指定
管理料の増額を行う
（詳細はＰ12の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

※当初（675）45,487千円

原油価格高騰の影響を受けている指定管理施設につい
て、指定管理業務に要する光熱費の高騰分に対する指定
管理料の増額を行う
（詳細はＰ12の新規事業等実施に伴う説明シート参照）
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29 運動施設管理費 19,026 0 0 0 19,026

【事業費】
補正前 補正額 補正後

175,734 19,026 194,760

30 運動施設改修事業 0 0 △ 7,800 7,800 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

91,180 0 91,180

38,620 0 △ 7,800 11,496 34,924

31 ５年公共土木施設災害復旧費 18,377 2,225 23,100 0 △ 6,948

【事業費】
補正前 補正額 補正後

50,000 18,377 68,377

18,377 2,225 23,100 0 △ 6,948

地方債事業名及び事業概要

※当初（712）50,000千円

原油価格高騰の影響を受けている指定管理施設につい
て、指定管理業務に要する光熱費の高騰分に対する指定
管理料の増額を行う
（詳細はＰ12の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

※当初（697）175,734千円

その他 一般財源

災害復旧費 合計

令和５年７月及び９月に発生した豪雨において被災した
公共土木施設の災害復旧工事等
道路
○補助分　浜田：　２箇所　金城：　１箇所
　　　　　旭　：　１箇所
○単独分　浜田：１２箇所　弥栄：　７箇所
河川
○補助分　浜田：　１箇所
○単独分　浜田：　４箇所

11 （災害復旧費） 18,377

番号
新規
区分

事業費 国県支出金

教育費 合計

※当初（699）91,180千円

助成金の決定に伴う財源振替

番号
新規
区分 事業名及び事業概要 事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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千円

02 総 務 費 01

02 総 務 費 03

08 土 木 費 01

08 土 木 費 02

08 土 木 費 02

08 土 木 費 02

08 土 木 費 05

11 災 害 復 旧 費 02

7,700

橋 梁 長 寿 命 化 改 修 事 業 69,536

公 園 環 境 整 備 対 策 事 業

３．繰越明許費

款 項

総 務 管 理 費
防 災 行 政 無 線
屋 外 拡 声 子 局 移 設 経 費

橋 梁 等 長 寿 命 化 調 査 点 検 事 業

16,000

道 路 橋 梁 費

道 路 橋 梁 費 生 活 道 路 整 備 事 業

公 共 土 木 施 設
災 害 復 旧 費

51,000

５ 年 公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 58,877

都 市 計 画 費

金 額

14,000

事 業 名

道 路 橋 梁 費

戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

戸 籍 等 シ ス テ ム 改 修 経 費 21,346

土 木 管 理 費 公 共 残 土 等 処 理 場 整 備 事 業 66,800

8



（ 追　加 ）

千円

石 央 文 化 ホ ー ル 管 理 運 営 費 令 和 6 年 度 5,515

浜 田 郷 土 資 料 館 管 理 運 営 費 令 和 6 年 度 205

ふ る さ と 体 験 村 管 理 運 営 費 令和6年度から令和7年度まで 438

水 産 業 競 争 力 強 化 漁 船 導 入 促 進 事 業 令 和 7 年 度 587,340

旭 火 葬 場 管 理 運 営 費 令和6年度から令和9年度まで 932

三 隅 火 葬 場 管 理 運 営 費 令和6年度から令和9年度まで 7,204

総 合 福 祉 セ ン タ ー 管 理 運 営 費 令和6年度から令和8年度まで 6,378

浜 田 ・ 弥 栄 火 葬 場 管 理 運 営 費 令和6年度から令和9年度まで 9,092

令和6年度から令和8年度まで 882

世界こども美術館創作活動館管理運営費 令 和 6 年 度 7,863

石 正 美 術 館 管 理 運 営 費 令 和 6 年 度 7,129

三 隅 中 央 会 館 多 目 的 ホ ー ル 管 理 運 営 費 令 和 6 年 度

三 隅 中 央 公 園 及 び 田 の 浦 公 園
運 動 施 設 管 理 運 営 費

令 和 6 年 度 13,202

1,521

岡 見 ス ポ ー ツ セ ン タ ー 施 設 管 理 運 営 費 令 和 6 年 度 207

限 度 額

金 城 総 合 運 動 公 園 ・ 今 福 ス ポ ー ツ 広 場
管 理 運 営 費

令和6年度から令和9年度まで 7,668

令 和 6 年 度 16,676

東 公 園 運 動 施 設 管 理 運 営 費 令和6年度から令和8年度まで 1,959

サ ン マ リ ン 浜 田 管 理 運 営 費

次 期 防 災 情 報 シ ス テ ム 整 備 事 業

事 項 期 間

４．債務負担行為補正

ラ ・ ペ ア ー レ 浜 田 管 理 運 営 費 令和6年度から令和9年度まで 21,548

9



（ 変　更 ）

千円 千円

５．地方債補正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 限 度 額

防 災 施 設 整 備 事 業 121,800 129,500

教 育 施 設 整 備 事 業 258,700 250,900

災 害 復 旧 事 業 72,700 104,100

10



新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

福祉 全体計画 5年度 6年度 7年度以降

44,826 44,826 0 0

44,826 44,826 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

事務事業名 介護施設整備支援事業
9

健康福祉部　健康医療対策課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 5 年度 ～ 令和 5 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　第8期介護保険事業計画に基づき、地域密着型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）を実施する事業者
に対して補助金を交付することで、介護保険サービスの提供体制の充実を図る。

　在宅での医療依存度の高い高齢者や重度の要介護者の増加が見込まれる中、在宅医療を地域で支えること
が求められている。

　看護小規模多機能型居宅介護施設の整備により、医療依存度が高くても住みなれた地域で在宅生活をしな
がら幅広い医療処置を受けることができる。また、家族の介護負担減にも繋がる。

民間事業者が実施する看護小規模多機能型居宅介護施設（1事業所）の整備に対して島根県補助金により補助
を行う。

○事 業 者：有限会社ホットケアセンター
○整 備 地：港町（旧半田医院）
○内　　容：旧半田医院を取得し、改修工事を行う
○開設時期：令和6年3月予定
○補 助 額：44,826千円
　　【内訳】島根県介護施設等整備事業費補助金　36,600千円
　　　　　　島根県介護施設等施設開設準備経費等支援事業費補助金　914千円×9床＝8,226千円
　　　　　　※補助金額は県補助基準による
○そ の 他：令和5年8月24日付けで保険者である浜田地区広域行政組合から介護サービス整備にかかる指定
　　　　　　事業者として認定されている。

＜看護小規模多機能型居宅介護（看多機）とは＞
看護と介護を一体的に提供するサービスです。
「訪問看護」と「小規模多機能型居宅介護」を組み合わせたサービスで、「通い」、「泊まり」、「訪問介
護」、「訪問看護」サービスを提供します。

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

Ⅱ．健康でいきいきと暮らせるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

Ⅱ-4．高齢者福祉の充実 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

まち・ひと・
しごと創生総合

戦略の該当

その他（　　　　　　　 ）

一般財源
4．地域の特性を活かした安心して暮らせるはまだづくり

※厚生労働省資料を引用
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

全体計画 5年度 6年度 7年度以降

129,442 37,699 50,545 41,198

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

129,442 37,699 50,545 41,198

事務事業名 指定管理施設光熱費高騰対策事業
11・16・24・25・26・27・29

総務部　行財政改革推進課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 5 年度 ～ 令和 9 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　急激な原油価格高騰の影響を受けている指定管理施設について、指定管理料の引上げを行うことにより、
施設の安定的な運営を図る。

(1) 令和3年度以降、光熱費は当市の指定管理施設全体で約25％高騰（令和4年度実績）しており、
　　令和5年度以降も高騰する見込みである。
(2) 今回の補正予算の対象施設については、光熱費の高騰分を施設利用料金に転嫁しないこととしている。

　指定管理者への過度なリスク転嫁による施設サービスの縮小等を抑制する効果が期待される。

(1) 公の施設における指定管理業務に要する光熱費（電気、ガス、燃料）について、指定管理施設の安定
　　経営及び適切な施設サービスの確保を図るため、高騰分に対する指定管理料を引き上げる。
(2) ただし、利用料金制を採用する施設は、事業計画承認時に見込んだ電気、ガス料金の変動に加え、利
　　用者数の変動等を考慮する。
(3) 高騰分として引き上げた指定管理料は、光熱費実績に応じ精算する。

　○ 光熱費高騰対策による指定管理料の増額一覧
　令和5年度は補正予算を計上し、令和6年度以降は債務負担行為を設定する。

　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

まち・ひと・
しごと創生総合

戦略の該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

（単位：千円）

予算事業名 施設名（施設数） 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 整理番号

総合福祉センター管理事業 総合福祉センター(1） 1,568 2,126 2,126 2,126 － 11

火葬場管理運営費 浜田市火葬場(1) 663 2,273 2,273 2,273 2,273

旭火葬場(1) 180 233 233 233 233

三隅火葬場(1) 1,373 1,801 1,801 1,801 1,801

ふるさと体験村維持管理事業 ふるさと体験村施設(1) 0 219 219 － － －

石央文化ホール管理事業 石央文化ホール(1) 4,263 5,515 － － － 24

資料館管理運営事業 浜田郷土資料館(1) 133 205 － － － 25

世界こども美術館創作活動館管理事業 世界こども美術館創作活動館(1) 5,267 7,863 － － － 26

石正美術館管理事業 石正美術館(1) 5,226 7,129 － － － 27

運動施設管理費 東公園運動施設(3) 630 653 653 653 －

サンマリン浜田(1) 148 294 294 294 －

ラ・ペアーレ浜田(1) 4,383 5,387 5,387 5,387 5,387

金城総合運動公園(3) 1,650 1,917 1,917 1,917 1,917

三隅中央公園及び田の浦公園運動施設・
三隅中央会館多目的研修集会施設・
岡見スポーツセンター(10)

12,215 14,930 － － －

計(27) 37,699 50,545 14,903 14,684 11,611 －

※全58施設(住宅4施設を除く）中、27施設

16

29
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

福祉 全体計画 5年度 6年度 7年度以降

1,425 1,425 0 0

1,425 1,425 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

事務事業名 特殊詐欺撃退機器配布事業
12

健康福祉部　健康医療対策課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 5 年度 ～ 令和 5 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　全国的に高齢者を狙った特殊詐欺の被害が後を絶たない中、撃退機器を配布することで、高齢者方の固定
電話に架かる犯人からの電話を撃退するとともに、高齢者自身にも特殊詐欺被害に遭わないための意識啓発
を図る。

　特殊詐欺被害は社会問題化し、島根県内における被害額は、令和3年は7,902万円、令和4年は7,272万円に
も上っている。警察や防犯協会と連携を図り、特殊詐欺被害を防ぐための防犯教室の開催や啓発活動を実施
しているが、被害の発生には歯止めがかからず、令和5年8月末時点で既に1億2,466万円もの被害が発生して
おり、警察等と連携し、より被害防止に実効性のある施策を実施する必要がある。

　高齢者の方への犯人からの架電に対し、警告メッセージを流した上で通話内容を録音する機器を無償で配
布することで、高齢者が騙される前に犯人に通話を断念させ、被害を防ぐことができる。また、当該機器を
無償で広く配布することによって、高齢者自身も特殊詐欺電話への警戒心を抱くことになり、被害に遭わな
いための意識啓発も図ることができる。

１ 配布機器
   「録音チュー」 550円／1台（無償で配布）
　・使用方法：固定電話の受話器に両面テープで固定して使用
　・機　　能：受話器を取るとセンサーが作動し「振り込め詐欺防止のため、通話内容を録音します。」と
　　　　　　　警告音声が流れた後、通話内容を約5分間録音する。

２ 配布対象
　浜田市内に居住する65歳以上の高齢者独居世帯又は65歳以上の高齢者のみの世帯のうち、機器の無償配布
　を希望する世帯

３ 配布方法
　・まちづくり推進委員会、町内会等の協力を得て把握する配布希望世帯への配布
　・警察の活動を通じた配布
　・個別の問い合わせに応じた配布
　・高齢者防犯教室などの場における配布

４ 事業費内訳
　・特殊詐欺対策機器購入費　     550円×2,000台＝1,100千円
　・特殊詐欺対策機器配送料 　    520円×　200回＝　104千円（レターパックプラスにて10個ずつ配送）
　・広報紙等配送料（浜田地域）　 　　　　　　　　　221千円
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　1,425千円

　特殊詐欺撃退機器「録音チュー」

　配布方法の一つとして、地区まちづくり推進委員会や町
内会等を通じた配布を予定している。

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

Ⅱ．健康でいきいきと暮らせるまち

　他県において、これまでに同様の無償配布事業を12
市区町（宮城県、東京都、神奈川県、千葉県、愛知
県、大阪府）が実施しており、「録音チュー」の購入
台数は300個～11,000個と人口に応じた数を購入、配布
している。

　市民参加の実施　（有　・　無）　

Ⅱ-4．高齢者福祉の充実 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

まち・ひと・
しごと創生総合

戦略の該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源
4．地域の特性を活かした安心して暮らせるはまだづくり
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

福祉 全体計画 5年度 6年度 7年度以降

51,000 51,000 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

51,000 51,000 0 0

0 0 0 0

Ⅱ-3．子どもを安心して産み育てる環境づくり 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

まち・ひと・
しごと創生総合

戦略の該当

その他（ふるさと応援基金）

一般財源
2．子どもを安心して産み育てる環境づくり

　令和4年2月に「子育て支援センターすくすくの跡地を公
園として整備することを求める請願」が提出されている。

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

Ⅱ．健康でいきいきと暮らせるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

（1）事業の概要・全体計画等

　令和4年度から市内公園の老朽施設の修繕・更新を進めている。
　今後は、老朽施設の修繕・更新も含め、令和5年3月に策定した「浜田市身近な公園整備基本方針」に基づ
いて子育てしやすい環境づくりを目指すこととしており、今回、旧子育て支援センター跡地（以下、「旧す
くすく跡地」。）の一部に予定する新設公園の整備を進める。

　旧すくすく跡地整備については、浜田市土地開発公社が宅地造成工事を今年度中に発注する予定となって
おり、旧すくすく跡地の一部を利用した新設公園の整備についても造成工事と並行して工事を進め、早期に
近隣の児童たちが公園利用できるように整備を行う。

　殿町・松原町地区の公園・広場の空白地を解消し、子どもの遊び場や子育て世代が集える場を提供する。

【整備内容】
　○公園面積…約500㎡
　　・パーゴラ（日陰タイプ）…1基　　・ベンチ…6基
　　・複合遊具…1基　　　　　　　　　・照明灯…1基
　　・フェンス…100ｍ

【事業費内訳】
　〇工事請負費　　　　　　50,873千円
　〇給水設備新設に係る加入金 127千円

事務事業名
公園環境整備対策事業

（旧すくすく跡地公園整備）
20

都市建設部　維持管理課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 5 年度 ～ 令和 5 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

【新設公園予定地】
旧すくすく跡地の一部を公園とし
て整備する。
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

文化 全体計画 5年度 6年度 7年度以降

206,576 3,696 35,920 166,960

20,000 0 4,000 16,000

0 0 0 0

186,576 3,696 31,920 150,960

0 0 0 0

事務事業名 県立高校共同寄宿舎運営事業
22

教育部　学校教育課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 5 年度 ～ 令和 10 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　市内県立高校3校の共同寄宿舎を運営し、進学する生徒の住まいを確保する。

　市内の県立高校では、少子化等の影響で定員割れが続き、このままでは学級数の減少や学校の統合なども危惧さ
れる。一方で、市外・県外からの入学希望があっても宿舎の不足などにより対応できない現状がある。
　島根県は宿舎整備を行わない意向であり、生徒の住まい確保への対応策が必要とされている。

　市外・県外からの入学希望者の受入体制を整えることで、市内県立高校の生徒確保に寄与する。

（1）所  在  地　浜田市高佐町529-1　旧山陰合同銀行高佐寮
（2）建　　　 物　鉄筋3階建
（3）受入規模　2人部屋：16室(32人)、舎監室：1室、食堂・談話スペース：1室
（4）運営開始　令和6年4月開始
（5）運営期間　5年間（令和6年度～令和１0年度）
（6）運営経費

　　　　　　　※入寮者：令和6年度22人、令和7年度以降32人として試算

【位置図】

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

Ⅲ．夢を持ち郷土を愛する人を育むまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

Ⅲ-1．学校教育の充実 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

まち・ひと・
しごと創生総合

戦略の該当

その他（ふるさと応援基金　等）

一般財源
3．Ｕ・Ｉターンや定住の促進とふるさと郷育の推進

（単位：千円）
令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

3,696 35,920 41,740 41,740 41,740 41,740

施設借上料 1,620 6,480 6,480 6,480 6,480 6,480

舎監費 698 7,800 7,800 7,800 7,800 7,800

給食費 0 16,710 20,310 20,310 20,310 20,310

光熱水費 40 3,200 4,700 4,700 4,700 4,700

備品費 1,302 1,250 1,920 1,920 1,920 1,920

諸費 36 480 530 530 530 530

0 17,200 23,200 23,200 23,200 23,200

寮費 0 13,200 19,200 19,200 19,200 19,200

島根県補助金 0 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

18,720 18,540 18,540 18,540 18,540

1　支出

2　収入

1-2　差し引き

（ふるさと応援基金）
3,696

旧石見幼稚園

浜田第一中学校
浜田高校 定時制・通信制

旧山陰合同銀行高佐寮
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

全体計画 5年度 6年度 7年度以降

2,386,886 0 16,676 2,370,210

0 0 0 0

2,383,900 0 16,600 2,367,300

2,841 0 0 2,841

145 0 76 69

Ⅵ-1．災害に強いまちづくりの推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（緊防債）

まち・ひと・
しごと創生総合

戦略の該当
4．地域の特性を活かした安心して暮らせるはまだづくり

その他（ふるさと応援基金）

一般財源

【スケジュール（概略）】

　山陰両県の各市においては、防災情報を配信するシ
ステムをデジタル電波の防災行政無線等で整備してお
り、アナログ電波を使用している市は他にない。

　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱

Ⅵ．安全で安心して暮らせるまち
事業費

施策大綱

（1）事業の概要・全体計画等

　市民の生命・財産を災害から守ることを目的に、災害等緊急時における情報伝達手段として、浜田市防災
行政無線の更新を含む次期防災情報システムを整備するために、必要な実施設計を行うもの。

　浜田市は防災行政無線を整備するとともに、防災防犯メールやＳＮＳ、アプリの普及により、複数手段に
よる防災情報の伝達を進めている。こうした中、防災行政無線が老朽化により更新時期を迎えている。
　また、総務省は無線電波のデジタル化を推進しているため、アナログ電波を運用している浜田市は、速や
かにデジタル化を進める必要がある。

　防災行政無線の更新・デジタル化により運用の安定化を図る。
　屋外拡声子局のスピーカーの高機能化や方向調整、一部の再配置により音声到達能力の向上を図る。
　現在、防災行政無線や防災防犯メール等による情報発信はシステムごとに手作業で行っているが、次期防
災情報システムを整備することで一括自動配信が可能となり、迅速かつ正確に防災情報を提供できる。

【事業の内容】
　○実施設計業務委託　　　 16,676千円

【債務負担行為の内容】
　次期防災情報システムの整備に必要な実施設計業務に早期に着手するために、債務負担行為を設定したう
えで令和5年度中に業務委託契約を締結する（委託料の支払いは業務委託完了年度の令和6年度）。
　＜実施設計の主な内容＞
　　回線設計、電波伝搬調査、システム設計、
　　発注仕様書・設計図面・設計積算書・年次計画書・無線局設置計画書の作成、
　　中国総合通信局との調整　等

事務事業名
次期防災情報システム整備事業

（債務負担行為）
－

総務部　防災安全課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 5 年度 ～ 令和 8 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

4～9

R8

10～34～9 10～310～3 4～9 10～3

R5 R6 R7年度

方

針
・

設
計

・

施
工

議
会

住
民
周
知

月 8～9

基本方針策定

実施設計業務委託

9月議会（検討状況報告）

12月議会（債務負担行為設定）

3月議会（当初予算）

※実施設計業務委託料

地域協議会等（事業概要説明）

入
札

6月議会（施工契約の議決）

3月議会（当初予算（工事等）、条例改正等）

三隅施工・撤去 旭施工・撤去

金城施工・撤去 弥栄施工・撤去

調達・親局等施工 浜田施工・撤去

個別受信機設置希望調査、設置工事
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

経済 全体計画 5年度 6年度 7年度以降

587,340 0 0 587,340

241,560 0 0 241,560

0 0 0 0

345,780 0 0 345,780

0 0 0 0

事務事業名
水産業競争力強化漁船導入促進事業

（債務負担行為）
－

産業経済部　水産振興課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 7 年度 ～ 令和 7 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　漁業者が国の漁船リース事業を活用して行う漁船の取得費用を補助することで、地域経済を支える漁業の維持・継
続、担い手の育成を図るとともに、漁業経営の構造改善を推進する。

　浜田市の漁業は、水揚の減少や魚価の低迷など長年にわたり厳しい経営環境にあり、基幹漁業である沖合底びき網
漁業やまき網漁業、地域の漁業・漁村の中核である沿岸漁業において漁船の更新が進まず漁船の老朽化が顕著であ
る。

　地元漁船の維持・継続、担い手の育成に繋がる。

　国においては、漁業者が水産業の競争力強化の取組を実践するために必要な漁船を円滑に導入できるよう、水産業
競争力強化漁船導入緊急支援事業（漁船リース事業）による取得費の支援を実施している。
　浜田市は、この事業を活用して漁船の取得を予定する沖合底曳網漁業経営体1者に対し、負担軽減のため県と協調
して追加の支援を行う。
　なお、補助金の交付は建造が完了する令和7年度となるが、令和5年度中から建造着手できるよう債務負担行為を設
定し、交付決定を行う。

【令和7年度補助内容】
　補助事業名：浜田市水産業競争力強化漁船導入促進事業補助金
　補　 助 　率：国漁船リース事業補助金対象事業費の45％以内
　補 助 金 額：587,340千円（内、県補助金241,560千円）
　漁船取得者：沖合底曳網漁業経営体　1者（リース元：一般社団法人しまね水産業構造改革サポート）
　漁船取得費：1,305,200千円（新造船）
　財源の内訳：浜田市負担分345,780千円
　財源の内訳：島根県負担分241,560千円（見込）
　その他財源：国漁船リース事業補助金300,000千円（補助率50％　上限300,000千円）
　　　　　　　　　自己負担417,860千円（リース期間：20年間）

　

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

Ⅰ．活力ある産業を育て雇用をつくるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

Ⅰ-1．水産業の振興 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

まち・ひと・
しごと創生総合

戦略の該当

その他（ふるさと応援基金）

一般財源
1．産業振興と企業立地による雇用の創出
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【参考】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に係る予算措置の状況

単位：千円

番号 事業名 事業費 交付金 備考

- 予算提案済み分 250,207 250,207
令和5年度一般会計補正予算（第1号）分
（低所得世帯支援枠分）

- 予算提案済み分 190,767 177,545
令和5年度一般会計補正予算（第4号）分
（推奨事業メニュー分）

- 予算提案済み分 529,987 529,987
令和5年度一般会計補正予算（第5号）分
（低所得世帯支援枠分）

3
原油価格・物価高騰対策地域公共
交通事業者支援事業

2,098 1,049
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金
（推奨事業メニュー分）

12 特殊詐欺撃退機器配布事業 1,425 1,425
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金
（推奨事業メニュー分）

合　計 974,484 960,213
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